
 

  令和７年度 事業等活動概要 

 

１ 調査研究事業の実施 

 消防防災航空隊における手技・手法に関する調査研究専門委員会 

消防防災航空隊の隊員が行う救助活動、救急搬送、空中消火等の各種活動における 

手技・手法には違いが存在しており、その違いの抽出と分析及びその結果を情報とし 

て、全ての航空隊において共有ことを目的として当該委員会が設置され、本年度は計 

画した 4回すべて開催し、特に、昨年度全国の全ての消防防災航空隊を対象に実施し 

た実態調査アンケートの集計及び分析を行い、その内容を報告書として取りまとめ、 

関係各機関に配布した。 

令和 7年度 手技・手法に関する調査研究専門委員会開催状況 

区 分 開 催 年 月 日 開 催 場 所 

第 1回 令和 7年 6月 16日・17日 福井県福井市 福井県繊協ビル 602 会議室 

第 2回 令和 7年 9月 17日・18日 兵庫県神戸市 神戸市中央区文化センター会議室 

第 3回 令和 7年 12月 2日 オンライン会議 

第 4回 令和 8年 1月 13日・14日 東京都千代田区 全国町村会館 第１会議室 

 

２ 研修事業の実施 

   (1) 航空隊長会議 

令和 7年 6月 9日・10日の二日間に亘り開催した。当会議では、総務省消防庁広域 

応援室より消防防災航空隊関連を中心に最近の動向について説明がなされたほか、令 

和６年奥能登豪雨災害に際して出動した緊急消防援助隊のオペレーションについて、 

総務省消防庁広域応援室より、また、緊急消防援助隊航空部隊として出動された福井 

県及び京都市の各航空隊から活動状況等について発表がなされた。 

さらに、消防防災ヘリコプターの動態管理システムを取り巻く動きについて総務省 

消防庁広域応援室から、また、これと関連して災害時等における運航判断を支援する 

気象リスクアラート開発について宇宙航空研究開発機構(ＪＡＸＡ)及び株式会社ウェ 

ザーニューズから講演をいただき、加えて、消防防災ヘリコプターの整備上の情報共 

有の必要性と題して、横浜市消防航空隊から講演をいただいた。 

 

  (2) 第 1回航空隊員研修会（栃木会場） 

     令和 7年 10月 29日・30日の二日間に亘り、栃木県宇都宮市において、第 1回航空 

隊員研修会（栃木会場）を開催した。 

研修会では、地元栃木県航空隊から隊の概要と取り組み及び岩手県大船渡市林野火 

災における緊急消防援助隊としての応援活動の状況等の発表がなされ、続いて、岩手 

県航空隊から同じく大船渡市林野火災時の受援側の対応について発表がなされた。 

また、林野火災対応時に広く関心を呼んだ消火薬剤に関する事について、株式会社 

ファイテックの代表取締役社長の林 富徳氏より講演が行われた。 



さらに、総務省消防庁広域応援室より最近の消防防災ヘリコプターを取り巻く動向 

   について説明がなされ、最後に、海上保安庁警備救難部救難課業務係長の榎木大輔氏 

より「海上保安庁における救助救急体制」と題した講演が行われた。 

 

(3) 第 2回航空隊員研修会（福岡会場） 

令和 8年 1月 29日・30日の二日間に亘り、福岡県福岡市において、第 2回航空隊 

員研修会（福岡会場）を開催した。 

研修会では、総務省消防庁広域応援室より大船渡市林野火災における航空部隊の運 

用調整について説明がなされ、地元福岡市航空隊から航空隊救命士運用と連携活動に 

ついて発表がなされた他、久留米大学病院高度救命救急センターの山下典雄氏から

「ドクターヘリの概要と大規模災害時の対応」と題した講演、ニッスイマリン工業(株) 

の江口洋平氏から「航空隊員向け不時着対応訓練」と題した講演、さらには、福岡県 

警察航空隊及び第七管区海上保安本部からそれぞれ講演が行われた。 

         令和 7年度 航空隊長会議・航空隊員研修会開催状況 

区  分 開 催 年 月 日 開 催 地 参加人数 

航空隊長会議 令和 7年 6月 9・10日 東京都千代田区   110名 

航空隊員研修会(第 1回) 令和 7年 10月 29・30日 栃木県宇都宮市 127名 

航空隊員研修会(第 2回) 令和 8年 1月 29・30 日 福岡県福岡市 116名 

 

(4) 新任航空隊員向けＣＲＭ基礎研修 

令和 2・3年度に各航空隊のＣＲＭのファシリテーター養成を目的として実施した 

「ＣＲＭ導入訓練」時における各航空隊からの要請を踏まえ、主としてＣＲＭに馴染 

みの薄い新任航空隊員を対象としたＣＲＭ基礎研修を令和 4～6年度に引き続き当協 

議会のブロック幹事県等の協力を得て、ブロック毎に開催したところ、53隊の航空隊 

から 174名の参加があった。 

(参考 Ｒ4年度：53隊、145名 Ｒ5年度：54隊、171名 Ｒ6年度：54隊、174名) 

 

         令和 7年度 新任航空隊員向け CRM基礎研修開催状況 

ブロック 開 催 年 月 日 開 催 地 参加航空隊数・人数 

関 東 令和 7年 6月 26日・27日 東京都千代田区 11隊・29名 

四 国 令和 7年 7月 3日・4日 愛媛県松山市 4隊・14名 

近 畿 令和 7年 7月 14日・15日 和歌山県和歌山市 5隊・16名 

北海道 

東 北 
令和 7年 9月 29日・30日 宮城県仙台市 9隊・40名 

中 部 令和 7年 10月 16日・17日 岐阜県岐阜市 9隊・32名 

中 国 令和 7年 11月 13日・14日 山口県山口市 7隊・20名 

九 州 令和 7年 11月 25日・26日 佐賀県佐賀市 8隊・23名 

計   53隊・174名 

 



３ 機関誌の発行 

  機関誌「はばたき」の第 43号を令和 7年 8月に発行するとともに、第 44号を令和 8年 

1月に発行し、各会員、消防防災航空隊に配布した。 

また、航空消防防災体制についての理解を図るため、情報提供の一環として国、地方の 

関係防災機関にも配布した。 

 

４ その他の情報の提供 

消防防災活動に関する情報の提供を行うとともに、各消防防災航空隊相互の情報共有を

図るため、随時、ホームページを更新し、各消防防災航空隊の現状等の情報をはじめ研修

会の開催案内や研修資料等に係る所要の情報提供を行った。 

 

５ 監事監査の実施  

  会則に基づく前年度の会計事務に係る監事監査については、令和 7年 5月 8日に協議 

会事務室において会計簿や支出証拠書類等関係帳票について両監事による監査を実施し、 

その結果、両監事より、「決算内容をはじめ会計簿や支出証拠書類等事務手続きについて 

適正かつ妥当である」との報告を受けた。 

 

６ 総会、幹事会の実施 

(1) 第 1回幹事会（R7.6.2：書面表決） 

第１号議案 令和６年度事業等活動報告(案)について 

第２号議案 令和６年度歳入歳出決算(案)について 

 

(2) 第 1回総会（R7.6.9） 

第１号議案 令和６年度事業等活動報告(案)について 

第２号議案 令和６年度歳入歳出決算(案)について 

 

(3) 第 2回幹事会（R8.3.10） 

第１号議案 令和８年度事業計画(案)について 

第２号議案 令和８年度歳入歳出予算(案)について 

第３号議案 監事の推薦について 

 

(4) 第 2回総会（R8.3.26：書面表決） 

第１号議案 令和８年度事業計画(案)について 

第２号議案 令和８年度歳入歳出予算(案)について 

 

令和 8年 6月 9日 

 

全国航空消防防災協議会 

  会 長 野 田   敏 

 


